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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年12月期の連結業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年12月期 2,220 － 336 － 338 － 218 － 
28年12月期 － － － － － － － － 

 
（注）包括利益 29年12月期 218 百万円 （－％）   28年12月期 － 百万円 （－％） 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
29年12月期 56.92 － 15.5 16.1 15.2 
28年12月期 － － － － － 

 
（参考）持分法投資損益 29年12月期 － 百万円   28年12月期 － 百万円 
（注）１．当社は、平成29年７月１日付で１株につき３株の株式分割を行っておりますが、当連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算出しております。 
２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
３．平成29年12月期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成28年12月期の数値及び対前年増減率

は記載しておりません。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
29年12月期 2,605 1,502 57.7 391.50 
28年12月期 － － － － 

 
（参考）自己資本 29年12月期 1,502 百万円   28年12月期 － 百万円 
（注）１．当社は、平成29年７月１日付で１株につき３株の株式分割を行っておりますが、当連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算出しております。 
２．平成29年12月期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成28年12月期の数値は記載しておりま

せん。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年12月期 △799 48 654 676 
28年12月期 － － － － 

（注）平成29年12月期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成28年12月期の数値は記載しておりませ
ん。 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
28年12月期 － 0.00 － 20.00 20.00 25 12.9 2.1 
29年12月期 － 0.00 － 12.00 12.00 46 21.1 3.3 
30年12月期（予想） － 0.00 － 12.00 12.00   20.0   
（注）１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無：有 

２．28年12月期末配当金の内訳  普通配当10円00銭 創立10周年記念配当10円00銭 
３．当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、平成28年12月期につ

いては、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しており、平成30年12月期（予想）の配当金については、
当該株式分割を考慮した金額を記載しております。 



３．平成30年12月期の連結業績予想（平成30年１月１日～平成30年12月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 900 7.4 110 1.2 112 0.6 75 0.4 19.54 

通 期 2,400 8.1 350 3.9 353 4.3 230 5.5 59.93 

 
※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 
（注）当連結会計年度において、Dipro株式会社の全株式を取得しておりますが、同社は特定子会社に該当しない

ため、上記「（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）」に記載
しておりません。 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年12月期 3,837,900 株 28年12月期 3,837,900 株 

②  期末自己株式数 29年12月期 126 株 28年12月期 － 株 

③  期中平均株式数 29年12月期 3,837,813 株 28年12月期 3,787,950 株 
（注）当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、発行済株式数（普通株式）を算定しております。 
 
（参考）個別業績の概要 
１．平成29年12月期の個別業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
29年12月期 2,170 11.7 329 8.5 333 7.6 215 9.8 
28年12月期 1,943 14.6 303 33.8 309 33.7 196 39.9 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
29年12月期 56.22 － 
28年12月期 51.88 51.23 

（注）１．当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算出しております。 

２．平成29年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
29年12月期 2,574 1,499 58.3 390.78 
28年12月期 1,598 1,309 81.9 341.24 

 
（参考）自己資本 29年12月期 1,499 百万円   28年12月期 1,309 百万円 
（注）当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。 
 
※  決算短信は監査の対象外です 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値とは異なる場合があります。 
（決算短信補足説明資料の入手方法） 
決算短信補足説明資料は、平成30年２月８日（木）に当社ホームページに掲載いたします。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、継続する政府の経済政策と日本銀行の金融緩和策による下支えにより、

引き続き緩やかな回復基調で推移したものの、北朝鮮情勢をめぐる地政学的なリスクの高まりや米国の政策金利利

上げを含めた今後の政治及び経済の動向などにより、依然として先行き不透明な状況にあります。

当社グループが属する住宅・マンション業界におきましては、用地価格や資材価格、労務費等の建築コストの高

止まりの状態が続いているものの、マイナス金利政策による低水準の住宅ローン金利が継続したことや政府による

各種住宅取得支援策の効果により、市場は底堅く推移しました。

このような環境の中、当社グループは建売住宅販売及び投資用不動産販売の強化により、企業全体の企業価値向

上に努めてまいりました。インバウンド需要が多い福岡市において、子会社化したDipro株式会社を通じて投資用

民泊ビル（都市型簡易宿泊所）１棟を販売いたしました。また、昨年開設した高松営業所に続く第四の県外拠点と

して「久留米営業所」を新規開設し、事業拠点を拡大いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は2,220,104千円、営業利益は336,710千円、経常利益は338,368千円、親会

社株主に帰属する当期純利益は218,459千円となりました。 

ちなみに、前事業年度の個別業績と比較した場合の増減率は、売上高14.2％増、営業利益10.9％増、経常利益

9.2％増、当期純利益11.2％増であり、売上高、各利益ともに過去最高となりました。 

 

②次期の見通し

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、雇用所得環境の改善や東京オリンピックによる建設特需等を背景に

景気の回復基調が見られるものの、米国の政策運営や北朝鮮情勢など、依然として先行き不透明な状態が続くと予

測されます。

 このような状況のなか、当社グループは平成30年第13期のスローガンを「100億円企業目指して」と設定いたし

ました。早期に100億円企業グループを形成すべく、積極的な採用活動や１万円のベースアップを実施すること

で、組織と人の活性化を推進し、主力事業である建売住宅販売のより一層の強化に努めてまいります。また、当社

グループの経営理念「我々の創造する立派な不動産を通じ全てのステークホルダーと共に物質的・精神的豊かさを

追求する」の理念に基づき配当の見直しを行い、更なる企業価値の向上に全社一丸となり邁進いたしてまいりま

す。

 次期の見通しにつきましては、売上高2,400,000千円（第２四半期累計期間900,000千円）、営業利益350,000千

円（第２四半期累計期間110,000千円）、経常利益353,000千円（第２四半期累計期間112,000千円）、親会社株主

に帰属する当期純利益230,000千円（第２四半期累計期間75,000千円）と見込んでおります。 

 

（２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産は2,536,645千円となりました。主な内訳は、現金及び預金676,566千円、販

売用不動産1,034,749千円、仕掛販売用不動産753,755千円等であります。

 

（固定資産）

 当連結会計年度末における固定資産は68,713千円となりました。主な内訳は、有形固定資産16,321千円、のれん

31,899千円等であります。

 

（流動負債）

 当連結会計年度末における流動負債は455,302千円となりました。主な内訳は、不動産事業未払金87,037千円、

短期借入金150,000千円、未払法人税等95,653千円等であります。

 

（固定負債）

 当連結会計年度末における固定負債は647,585千円となりました。主な内訳は、長期借入金595,417千円等であり

ます。

 

（純資産）

 当連結会計年度末における純資産は1,502,471千円となりました。主な内訳は、資本金268,924千円、資本剰余金

258,894千円、利益剰余金974,714千円等であります。
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②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の期末残高は、676,566千円となりまし

た。当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動により使用した資金は799,341千円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の計上による増

加338,368千円、たな卸資産の増加による減少1,017,879千円、法人税等の支払による支出115,986千円等によるも

のであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動により獲得した資金は48,399千円となりました。これは主に預り敷金及び保証金の受入による収入

52,137千円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出25,312千円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により獲得した資金は654,279千円となりました。これは主に短期借入金の借入れによる収入150,000千

円、長期借入金の借入れによる収入600,000千円、長期借入金の返済による支出45,000千円、配当金の支払による

支出25,507千円等によるものであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
平成25年
12月期

平成26年
12月期

平成27年
12月期

平成28年
12月期

平成29年
12月期

自己資本比率（％） 42.2 82.5 86.1 81.9 57.7 

時価ベースの自己資本比率
（％）

119.3 204.5 81.5 81.5 67.6 

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（年）

－ 1,173.4 － － － 

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

－ 214.7 － － － 

（注）１．各指標の算出は以下の算式を使用し、平成29年12月期は連結ベースの財務数値により計算しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２．平成25年12月期、平成27年12月期、平成28年12月期及び平成29年12月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比

率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりませ

ん。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社グループは、株主への適切な利益還元を企業にとっての最重要課題として位置付けております。配当につき

ましては、安定した配当の継続を基本方針としつつ、業績動向、財務状況、将来のための投資に必要な内部留保な

どを総合的に勘案したうえで決定することとしております。また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化

を図り、将来の事業拡大のために活用して行く方針であります。 

 上記方針に基づき、連結業績の動向及び内部留保等について検討を行った結果、当期の期末配当金につきまして

は、１株当たり12円（連結配当性向21.1％）を予定しております。 

 今後も、株主に対する利益還元は重要な経営課題でありますので、安定的な配当の実施に努めてまいる所存であ

ります。 
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社（株式会社グランディーズ）及び連結子会社１社（Dipro株式会社）で構成されており、不動

産販売事業、不動産賃貸管理事業を主な業務としております。

 不動産販売事業は、建売住宅及び投資用不動産の販売を主体とし、「我々の創造する立派な不動産を通じ全てのステ

ークホルダーと共に物質的・精神的豊かさを追求する」という経営理念の下、付加価値の高い魅力的な住宅・投資用不

動産の企画・開発・販売を行っております。

 不動産賃貸管理事業は、Dipro株式会社により、賃貸マンション、テナントビルの管理事務や保守点検を行ってお

り、民泊物件の管理戸数が多いという特徴があります。

 

 以上の状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

（不動産販売事業）

 

 

 

（不動産賃貸管理業）

 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき連結財務諸表を作成し

ております。

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、経営環境の変化、海外取引の可能性並びに株主構成

の動向等を総合的に判断し、合理性を踏まえたうえで適切に対応してまいります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(平成29年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 676,566 

売掛金 4,817 

販売用不動産 1,034,749 

仕掛販売用不動産 748,830 

未成工事支出金 4,922 

その他 66,759 

流動資産合計 2,536,645 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 4,183 

減価償却累計額 △1,583 

建物及び構築物（純額） 2,600 

車両運搬具及び工具器具備品 2,755 

減価償却累計額 △2,176 

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 578 

リース資産 25,135 

減価償却累計額 △11,993 

リース資産（純額） 13,142 

有形固定資産合計 16,321 

無形固定資産  

のれん 31,899 

無形固定資産合計 31,899 

投資その他の資産 20,492 

固定資産合計 68,713 

資産合計 2,605,359 
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  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(平成29年12月31日) 

負債の部  

流動負債  

買掛金 901 

不動産事業未払金 87,037 

工事未払金 7,166 

短期借入金 150,000 

1年内返済予定の長期借入金 58,332 

未払法人税等 95,653 

引当金 5,752 

その他 50,459 

流動負債合計 455,302 

固定負債  

長期借入金 595,417 

その他 52,168 

固定負債合計 647,585 

負債合計 1,102,887 

純資産の部  

株主資本  

資本金 268,924 

資本剰余金 258,894 

利益剰余金 974,714 

自己株式 △61 

株主資本合計 1,502,471 

純資産合計 1,502,471 

負債純資産合計 2,605,359 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 2,220,104 

売上原価 1,610,298 

売上総利益 609,805 

販売費及び一般管理費 273,094 

営業利益 336,710 

営業外収益  

受取利息 5 

受取配当金 2 

受取手数料 6,950 

受取賃貸料 1,642 

雑収入 1,137 

営業外収益合計 9,737 

営業外費用  

支払利息 4,021 

減価償却費 1,251 

リース解約損 1,711 

雑損失 1,095 

営業外費用合計 8,079 

経常利益 338,368 

税金等調整前当期純利益 338,368 

法人税、住民税及び事業税 124,241 

法人税等調整額 △4,331 

法人税等合計 119,909 

当期純利益 218,459 

非支配株主に帰属する当期純利益 － 

親会社株主に帰属する当期純利益 218,459 

 

（連結包括利益計算書）

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

当期純利益 218,459 

包括利益 218,459 

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 218,459 

非支配株主に係る包括利益 － 

 

- 7 -

株式会社グランディーズ（3261）　平成29年12月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

           （単位：千円） 

  株主資本 
純資産合計 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 268,924 258,894 781,841 － 1,309,660 1,309,660 

当期変動額             

剰余金の配当     △25,586   △25,586 △25,586 

親会社株主に帰属する当期純利
益     218,459   218,459 218,459 

自己株式の取得       △61 △61 △61 

当期変動額合計 － － 192,873 △61 192,811 192,811 

当期末残高 268,924 258,894 974,714 △61 1,502,471 1,502,471 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

  （単位：千円） 

 
 当連結会計年度 

(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 338,368 

減価償却費 4,001 

賃貸資産減価償却費 14,831 

のれん償却額 3,544 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,045 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △26 

受取利息及び受取配当金 △7 

支払利息 4,021 

売上債権の増減額（△は増加） △909 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,017,879 

前渡金の増減額（△は増加） △18,679 

前払費用の増減額（△は増加） △430 

長期前払費用の増減額（△は増加） △484 

仕入債務の増減額（△は減少） 21,760 

未払金の増減額（△は減少） △876 

未収消費税等の増減額（△は増加） △29,838 

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,363 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,660 

不動産事業受入金の増減額（△は減少） 6,449 

預り金の増減額（△は減少） △3,942 

その他 2,819 

小計 △678,936 

利息及び配当金の受取額 7 

利息の支払額 △4,426 

法人税等の支払額 △115,986 

営業活動によるキャッシュ・フロー △799,341 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 3,500 

有形固定資産の取得による支出 △533 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △2,792 

預り敷金及び保証金の受入による収入 52,137 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△25,312 

貸付けによる支出 △2,800 

貸付金の回収による収入 24,760 

その他 △560 

投資活動によるキャッシュ・フロー 48,399 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 150,000 

短期借入金の返済による支出 △10,726 

長期借入れによる収入 600,000 

長期借入金の返済による支出 △45,000 

リース債務の返済による支出 △14,424 

配当金の支払額 △25,507 

自己株式の取得による支出 △61 

財務活動によるキャッシュ・フロー 654,279 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △96,662 

現金及び現金同等物の期首残高 773,228 

現金及び現金同等物の期末残高 676,566 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数  １社

 連結子会社の名称 Dipro株式会社

 平成29年４月３日にDipro株式会社の株式を取得し、同社を連結の範囲に含めております。なお、平成29年

３月31日をみなし取得日としております。

 

２．持分法の適用に関する事項

 該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 Dipro株式会社の決算日は９月30日であります。

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、10月１日から連

結決算日12月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

 その他の有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

 時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

 販売用不動産、仕掛販売用不動産、未成工事支出金

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。なお、販売用不動産のうち賃貸に供している物件については、有形固定資産に準じて減

価償却を行っております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

 （主な耐用年数）

建物         10年～30年

構築物           ３年

工具、器具及び備品  ３年～６年

 

② リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

 賞与引当金

 従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

 完成工事補償引当金

 工事のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過去の完成工事に係る補修費等の実績を基

準として算定した発生見込額を計上しております。
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(4）重要な収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを

除く）

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

 その他の工事

 工事完成基準

 

(5）のれんの償却方法及び償却期間

 のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用

として処理しております。

 

（追加情報）

 有形固定資産から販売用不動産への振替 

 保有目的の変更により、有形固定資産の一部を販売用不動産に振替いたしました。その内容は以下のとおりで

あります。

建 物 285,178千円

土 地 285,048千円

計 570,226千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントの概要

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、不動産販売事業及び不動産賃貸管理事業を報告セグメントとしておりますが、不動産賃貸管理事業

の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメントごとの記載は

しておりません。

 

【関連情報】 

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

  建売住宅 投資用不動産 建築請負 その他 合計

外部顧客への売上高 1,654,808 445,200 15,423 104,672 2,220,104

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。 

 

(2）有形固定資産 

本邦以外に所在する有形固定資産がないため、記載を省略しております。 
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３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

合同会社 K.H.P 284,400 不動産販売事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

 のれんの償却額は、全額が不動産賃貸管理事業のものであります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自 平成29年１月１日 至 平成29年12月31日）

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり純資産額 391円50銭

１株当たり当期純利益金額 56円92銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成29年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 1,502,471

普通株式に係る純資産額（千円） 1,502,471

純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式に係る純資産額との差額

（千円）

－

普通株式の発行済株式数（株） 3,837,900

普通株式の自己株式数（株） 126

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
3,837,774
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２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
当連結会計年度

（自 平成29年１月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり当期純利益金額  

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 218,459

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
218,459

期中平均株式数（株） 3,837,816

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成29年７月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、当連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益金額を算出しております。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

（開示の省略）

 上記以外の注記事項及び個別財務諸表につきましては、決算短信における開示の必要性が高くないと考えられる

ため、開示を省略しております。

 

５．その他

役員の異動（平成30年３月22日付）

取締役の異動

退任予定の取締役

取締役 酒井 恵理子
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